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(57)【要約】
【課題】液晶ディスプレイのカラーフィルタ等の光学フィルタ用の色素等として使用する
ことに適した色素化合物であって、有機化合物への溶解性が高く、耐熱性に優れた色素化
合物を提供すること。
【解決手段】下記一般式（１）で表されることを特徴とする色素化合物。
［化１］

（一般式（１）中、Ａ１ａ及びＡ１ｂは、互いに独立に、一般式（１－１）～（１－３）
のいずれかで表される基を表し、Ｒ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂは
、互いに独立に、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基を表し、Ｒ１０２ａ

及びＲ１０２ｂは、互いに独立に電子求引性基を表し、Ｌは、置換基を有していてもよい
アリーレン基を表す。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記一般式（１）で表されることを特徴とする色素化合物。
【化１】

（一般式（１）中、Ａ１ａ及びＡ１ｂは、互いに独立に、下記一般式（１－１）～（１－
３）のいずれかで表される基を表し、Ｒ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３

ｂは、互いに独立に、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基を表し、Ｒ１０

２ａ及びＲ１０２ｂは、互いに独立に、電子求引性基を表し、Ｌは、置換基を有していて
もよいアリーレン基を表し、波線

【化２】

は、単結合であって、それが結合している二重結合についての立体配置が、それぞれ独立
して、Ｅ配置若しくはＺ配置又はそれらの混合であることを示す。
【化３】

（一般式（１－１）中、Ｒ２０１は、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基
を表し、環Ｘは、置換基を有していてもよい５～７員の複素環を表し、該複素環は、置換
基を有していてもよい単環若しくは多環の芳香環又は置換基を有していてもよい単環若し
くは多環の複素環が縮環していてもよい。＊は一般式（１）との結合部位を表す。）

【化４】

（一般式（１－２）中、Ｒ３０１及びＲ３０２は、互いに独立に、無置換のアルキル基又
は下記一般式（１－２－１）～（１－２－３）で表される基を表し、Ｒ３０３～Ｒ３０６

は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は
置換基を有していてもよいアルコキシ基を表し、＊は一般式（１）との結合部位を表す。
）
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【化５】

（一般式（１－２－１）～（１－２－３）中、Ｒ３０７～Ｒ３０９は、互いに独立に、ハ
ロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよいアルコ
キシ基を表し、ｍ１は、０～５の整数を表し、ｍ２及びｍ３は、互いに独立に、０～７の
整数を表し、＊は一般式（１－２）の窒素原子との結合部位を表す。ｍ２、ｍ３が１以上
である場合、Ｒ３０８、Ｒ３０９は、ナフタレン環の任意の位置に置換していることを表
す。）

【化６】

（一般式（１－３）中、Ｒ４０１～Ｒ４０２は、互いに独立に、水素原子、置換基を有し
ていてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表し、Ｒ４０３～Ｒ４

０４は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基
、置換基を有していてもよいアルコキシ基、置換基を有していてもよいアリール基、置換
基を有していてもよいアリールオキシ基を表し、Ｑは、酸素原子又は硫黄原子を表し、＊
は一般式（１）との結合部位を表す。））
【請求項２】
下記一般式（２）で表される請求項１に記載の色素化合物。
【化７】

（一般式（２）中、Ｒ１０１ａ～Ｒ１０３ａ、Ｒ１０１ｂ～Ｒ１０３ｂ、Ｌ及び波線は、
一般式（１）と同じである。Ｘａ及びＸｂは、互いに独立に、置換基を有していてもよい
５～７員の複素環を表し、該複素環は、置換基を有していてもよい単環若しくは多環の芳
香環又は置換基を有していてもよい単環若しくは多環の複素環が縮環していてもよい。Ｒ
２０１ａ及びＲ２０１ｂは、互いに独立に、水素原子又は置換基を有していてもよいアル
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キル基を表す。）
【請求項３】
下記一般式（３）で表される請求項１に記載の色素化合物。
【化８】

（一般式（３）中、Ｒ１０１ａ～Ｒ１０３ａ、Ｒ１０１ｂ～Ｒ１０３ｂ、Ｌ及び波線は、
一般式（１）と同じである。Ｒ３０１ａ、Ｒ３０２ａ、Ｒ３０１ｂ及びＲ３０２ｂは、互
いに独立に、無置換のアルキル基又は一般式（１－２－１）～（１－２－３）のいずれか
で表される基を表し、Ｒ３０３ａ～Ｒ３０６ａ及びＲ３０３ｂ～Ｒ３０６ｂは、互いに独
立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有し
ていてもよいアルコキシ基を表す。）
【請求項４】
前記一般式（３）において、Ｒ３０１ａ及びＲ３０１ｂは、互いに独立に、無置換のアル
キル基であり、Ｒ３０２ａ及びＲ３０２ｂは、互いに独立に、一般式（１－２－１）～（
１－２－３）のいずれかで表される基である、請求項３に記載の色素化合物。
【請求項５】
下記一般式（４）で表される請求項１に記載の色素化合物。

【化９】

（一般式（４）中、Ｒ１０１ａ～Ｒ１０３ａ、Ｒ１０１ｂ～Ｒ１０３ｂ、Ｌ及び波線は一
般式（１）と同じであり、Ｑは一般式（１－３）と同じである。Ｒ４０１ａ、Ｒ４０２ａ

、Ｒ４０１ｂ及びＲ４０２ｂは、互いに独立に、水素原子、置換基を有していてもよいア
ルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表し、Ｒ４０３ａ、Ｒ４０４ａ、Ｒ４

０３ｂ及びＲ４０４ｂは、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していて
もよいアルキル基、置換基を有していてもよいアルコキシ基、置換基を有していてもよい
アリール基、置換基を有していてもよいアリールオキシ基を表す。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、色素化合物に関する。
【背景技術】
【０００２】
液晶ディスプレイのカラーフィルタを構成する材料として、色素化合物を含む色素組成物
が使用される。特許文献１には、カラーフィルタの製造に用いられる着色組成物が開示さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００３】
【特許文献１】特開２０１５－４４９８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
カラーフィルタ用着色組成物を作製する際には、色素化合物を有機溶媒やバインダー樹脂
といった有機化合物に溶解させる必要がある。また、カラーフィルタの製造工程において
、ベーキング処理が行われるため、色素化合物にはベーキング処理の温度に耐えうる耐熱
性が要求される。
【０００５】
耐熱性が低い色素化合物を用いると、ベーキング処理時に色素化合物の昇華が起こること
がある。昇華が起こるとその部分の色マトリックスの色が消失するともに他色マトリック
スへの汚染が生じるという問題がある。また、熱分解温度が低い色素化合物であると、マ
スターバッチを作製する際に高温での混練工程を適用できないという問題もある。
【０００６】
本発明は、液晶ディスプレイのカラーフィルタ等の光学フィルタ用の色素等として使用す
ることに適した色素化合物であって、有機化合物への溶解性が高く、耐熱性に優れた色素
化合物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意研究したところ、下記一般式（１）で表さ
れる色素化合物が、有機化合物への溶解性が高く、耐熱性に優れることを見出し、この知
見に基づきさらに研究を重ねて本発明に想到した。
【０００８】
すなわち、本発明の色素化合物は、下記一般式（１）で表されることを特徴とする。
【０００９】
【化１】

（一般式（１）中、Ａ１ａ及びＡ１ｂは、互いに独立に、下記一般式（１－１）～（１－
３）のいずれかで表される基を表し、Ｒ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３

ｂは、互いに独立に、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基を表し、Ｒ１０

２ａ及びＲ１０２ｂは、互いに独立に電子求引性基を表し、Ｌは、置換基を有していても
よいアリーレン基を表し、波線

【化２】

は、単結合であって、それが結合している二重結合についての立体配置が、それぞれ独立
して、Ｅ配置若しくはＺ配置又はそれらの混合であることを示す。
【化３】
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（一般式（１－１）中、Ｒ２０１は、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基
を表し、環Ｘは、置換基を有していてもよい５～７員の複素環を表し、該複素環は、置換
基を有していてもよい単環若しくは多環の芳香環又は置換基を有していてもよい単環若し
くは多環の複素環が縮環していてもよい。＊は一般式（１）との結合部位を表す。）
【化４】

（一般式（１－２）中、Ｒ３０１及びＲ３０２は、互いに独立に、無置換のアルキル基又
は下記一般式（１－２－１）～（１－２－３）で表される基を表し、Ｒ３０３～Ｒ３０６

は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は
置換基を有していてもよいアルコキシ基を表し、＊は一般式（１）との結合部位を表す。
）

【化５】

（一般式（１－２－１）～（１－２－３）中、Ｒ３０７～Ｒ３０９は、互いに独立に、ハ
ロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよいアルコ
キシ基を表し、ｍ１は、０～５の整数を表し、ｍ２及びｍ３は、互いに独立に、０～７の
整数を表し、＊は一般式（１－２）の窒素原子との結合部位を表す。ｍ２、ｍ３が１以上
である場合、Ｒ３０８、Ｒ３０９は、ナフタレン環の任意の位置に置換していることを表
す。）

【化６】

（一般式（１－３）中、Ｒ４０１～Ｒ４０２は、互いに独立に、水素原子、置換基を有し
ていてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表し、Ｒ４０３～Ｒ４
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０４は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基
、置換基を有していてもよいアルコキシ基、置換基を有していてもよいアリール基、置換
基を有していてもよいアリールオキシ基を表し、Ｑは、酸素原子又は硫黄原子を表し、＊
は一般式（１）との結合部位を表す。））
【００１０】
本発明の色素化合物は、下記一般式（２）で表される構造であることが好ましい。
【化７】

（一般式（２）中、Ｒ１０１ａ～Ｒ１０３ａ、Ｒ１０１ｂ～Ｒ１０３ｂ、Ｌ及び波線は、
一般式（１）と同じである。Ｘａ及びＸｂは、互いに独立に、置換基を有していてもよい
５～７員の複素環を表し、該複素環は、置換基を有していてもよい単環若しくは多環の芳
香環又は置換基を有していてもよい単環若しくは多環の複素環が縮環していてもよい。Ｒ
２０１ａ及びＲ２０１ｂは、互いに独立に、水素原子又は置換基を有していてもよいアル
キル基を表す。）
【００１１】
本発明の色素化合物は、下記一般式（３）で表される構造であることも好ましい。

【化８】

（一般式（３）中、Ｒ１０１ａ～Ｒ１０３ａ、Ｒ１０１ｂ～Ｒ１０３ｂ、Ｌ及び波線は、
一般式（１）と同じである。Ｒ３０１ａ、Ｒ３０２ａ、Ｒ３０１ｂ及びＲ３０２ｂは、互
いに独立に、無置換のアルキル基又は一般式（１－２－１）～（１－２－３）のいずれか
で表される基を表し、Ｒ３０３ａ～Ｒ３０６ａ及びＲ３０３ｂ～Ｒ３０６ｂは、互いに独
立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有し
ていてもよいアルコキシ基を表す。）
【００１２】
上記一般式（３）において、Ｒ３０１ａ及びＲ３０１ｂは、互いに独立に、無置換のアル
キル基であり、Ｒ３０２ａ及びＲ３０２ｂは、互いに独立に、一般式（１－２－１）～（
１－２－３）のいずれかで表される基であることが好ましい。
【００１３】
本発明の色素化合物は、下記一般式（４）で表される構造であることも好ましい。
【化９】
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（一般式（４）中、Ｒ１０１ａ～Ｒ１０３ａ、Ｒ１０１ｂ～Ｒ１０３ｂ、Ｌ及び波線は一
般式（１）と同じであり、Ｑは一般式（１－３）と同じである。Ｒ４０１ａ、Ｒ４０２ａ

、Ｒ４０１ｂ及びＲ４０２ｂは、互いに独立に、水素原子、置換基を有していてもよいア
ルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表し、Ｒ４０３ａ、Ｒ４０４ａ、Ｒ４

０３ｂ及びＲ４０４ｂは、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していて
もよいアルキル基、置換基を有していてもよいアルコキシ基、置換基を有していてもよい
アリール基、置換基を有していてもよいアリールオキシ基を表す。）
【発明の効果】
【００１４】
本発明の色素化合物は、有機化合物への溶解性が高く、耐熱性に優れるものであるため、
液晶ディスプレイのカラーフィルタ等の光学フィルタ用の色素等として好適に使用するこ
とができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
本発明の色素化合物は、上記一般式（１）で表されることを特徴とする。
上記一般式（１）で表される化合物には大別して３つの系統の化合物が含まれており、そ
れぞれ、上記一般式（２）、上記一般式（３）、上記一般式（４）で示される化合物であ
る。以下、本明細書において、上記一般式（１）、上記一般式（２）、上記一般式（３）
及び上記一般式（４）で表される化合物をそれぞれ、化合物（１）、化合物（２）、化合
物（３）及び化合物（４）ともいう。他の式番号の化合物についても同様である。
【００１６】
本発明の化合物（１）において幾何学異性が存在する場合、本発明はその幾何学異性体の
いずれも包含する。また、本発明の化合物（１）において１つ以上の不斉炭素原子が存在
する場合、本発明は各々の不斉炭素原子がＲ配置の化合物、Ｓ配置の化合物及びそれらの
任意の組み合せの化合物のいずれも包含する。またそれらのラセミ化合物、ラセミ混合物
、単一のエナンチオマー、ジアステレオマー混合物のいずれも本発明に包含される。
【００１７】
まず、本発明の化合物（１）において、化合物（２）～（４）のいずれにも共通の部分の
構造につき説明する。具体的には、一般式（１）においてＡ１ａ及びＡ１ｂで表す部分以
外の構造である。
本発明の化合物（１）は、一般式（１）においてＬで表すアリーレン基を連結基として、
アリーレン基の両側のアミド結合により、色素となる骨格構造が両側に連結した２量体構
造を有する化合物である。色素となる骨格構造が２量体構造となっていることにより分子
量が増大するため、色素化合物が昇華しにくくなって、耐熱性に優れた色素化合物となる
。
【００１８】
一般式（１）においてＲ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂは、互いに独
立に、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基を表す。
アルキル基としては、例えば、炭素数１～２０の直鎖、分岐又は環状のアルキル基が挙げ
られ、具体的には、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉｓｏ－プロピル基、ｎ－ブ
チル基、ｉｓｏ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ｎ－ペンチル基、２－メ
チルブチル基、１－メチルブチル基、ｎｅｏ－ペンチル基、１，２－ジメチルプロピル基
、１，１－ジメチルプロピル基、シクロペンチル基、ｎ－ヘキシル基、４－メチルペンチ
ル基、３－メチルペンチル基、２－メチルペンチル基、１－メチルペンチル基、３，３－
ジメチルブチル基、２，３－ジメチルブチル基、１，３－ジメチルブチル基、２，２－ジ
メチルブチル基、１，２－ジメチルブチル基、１，１－ジメチルブチル基、２－エチルブ
チル基、１－エチルブチル基、１，１，２－トリメチルブチル基、１－エチル－２－メチ
ルプロピル基、シクロヘキシル基、ｎ－へプチル基、２－メチルヘキシル基、３－メチル
ヘキシル基、４－メチルヘキシル基、５－メチルヘキシル基、２，４－ジメチルペンチル
基、ｎ－オクチル基、２－エチルヘキシル基、２，５－ジメチルヘキシル基、２，４－ジ
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メチルヘキシル基、２，２，４－トリメチルペンチル基、ｔ－オクチル基、ｎ－ノニル基
、３，５，５－トリメチルヘキシル基、ｎ－デシル基、４－エチルオクチル基、４－エチ
ル－４，５－ジメチルヘキシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、１，３，５，７
－テトラメチルオクチル基、４－ブチルオクチル基、６，６－ジエチルオクチル基、ｎ－
トリデシル基、６－メチル－４－ブチルオクチル基、ｎ－テトラデシル基、ｎ－ペンタデ
シル基、３，５－ジメチルヘプタデシル基、２，６－ジメチルヘプタデシル基、２，４－
ジメチルヘプタデシル基、２，２，５，５－テトラメチルヘキシル基、１－シクロペンチ
ル－２，２－ジメチルプロピル基、１－シクロヘキシル－２，２－ジメチルプロピル基、
ｎ－オクタデシル基等が挙げられる。
【００１９】
置換基を有していてもよいアルキル基における置換基は特に限定されず、例えば、炭素数
６～１０の単環又は多環の芳香環基（フェニル基、ナフチル基等）、炭素数１～８の直鎖
、分岐又は環状のアルコキシ基、アミノ基、モノ－又はジ－アルキルアミノ基（アルキル
の炭素数は１～８）、ハロゲン原子、シアノ基、ヒドロキシ基、ニトロ基、カルボキシ基
、炭素数１～８のアルコキシカルボニル基、炭素数２～１０のアシル基（例えば、アセチ
ル基、プロピオニル基、ブチリル基、バレリル基、ピバロイル基、アクリロイル基、メタ
クリロイル基、ベンゾイル基、トルオイル基、シンナモイル基、アニソイル基、ナフトイ
ル基等）、炭素数２～１０のアシルオキシ基等が挙げられる。
アルキル基が置換基を有する場合において、置換基が２以上ある場合には、それぞれの置
換基は同一であっても異なっていてもよい。
【００２０】
Ｒ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂは全て同じであってもよく、異なっ
ていてもよい。
Ｒ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂは水素原子であることが好ましく、
Ｒ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂが全て水素原子であることがより好
ましい。
【００２１】
一般式（１）においてＲ１０２ａ及びＲ１０２ｂは、互いに独立に、電子求引性基を表す
。電子求引性基としては、シアノ基、ニトロ基、ＣＦ３基（トリフルオロメチル基）及び
アルコキシカルボニル基、アシル基が挙げられる。
Ｒ１０２ａ及びＲ１０２ｂは同じであってもよく、異なっていてもよいが、Ｒ１０２ａ及
びＲ１０２ｂがいずれもシアノ基であることがより好ましい。
【００２２】
一般式（１）においてＬで表すアリーレン基としては、下記一般式（Ｙ－１）で表すフェ
ニレン基が挙げられる。
【化１０】

（一般式（Ｙ－１）中、Ｙ１は、互いに独立に、ハロゲン原子、ニトロ基、ヒドロキシ基
、スルホ基、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよいアルコ
キシ基を表し、ｎは０～４の整数を表す。ベンゼン環の２カ所の結合手は、ｏ－、ｍ－、
ｐ－配向のいずれでもよい。）
Ｌが一般式（Ｙ－１）で表すフェニレン基である場合、ベンゼン環の２カ所の結合手がｏ
－配向又はｍ－配向であることが好ましい。ｏ－配向又はｍ－配向であると分子構造にね
じれが生じて有機化合物に対する溶解性が高くなるため好ましい。
また、ベンゼン環が置換基を有していない（ｎ＝０である）ことが好ましい。
【００２３】
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また、一般式（１）においてＬで表すアリーレン基としては、下記一般式（Ｙ－２）で表
す２価のナフタレン基も挙げられる。
【化１１】

（一般式（Ｙ－２）中、Ｙ２は、互いに独立に、ハロゲン原子、置換基を有していてもよ
いアルキル基又は置換基を有していてもよいアルコキシ基を表し、ｐは０～６の整数を表
す。ｐが１以上である場合、Ｙ２は、ナフタレン環の任意の位置に置換していることを表
す。ナフタレン環の２カ所の結合手の位置は特に限定されない。）
【００２４】
一般式（１）においてＬで表すアリーレン基としては、一般式（Ｙ－１）で表すフェニレ
ン基であることが好ましく、ベンゼン環の２カ所の結合手がｏ－配向又はｍ－配向であっ
て、ベンゼン環が置換基を有していないことがより好ましい。
【００２５】
続いて、一般式（１）においてＡ１ａ及びＡ１ｂで表す部分の構造について説明する。
Ａ１ａ及びＡ１ｂは、互いに独立に、上記一般式（１－１）～（１－３）のいずれかで表
される基を表す。
Ａ１ａ及びＡ１ｂがそれぞれ一般式（１－１）で表される基であるときに化合物（２）に
、一般式（１－２）で表される基であるときに化合物（３）に、一般式（１－３）で表さ
れる基であるときに化合物（４）になる。
以下、化合物（２）～（４）についてそれぞれ説明することで、一般式（１）においてＡ
１ａ及びＡ１ｂで表す部分の構造の説明とする。一般式（１）においてＡ１ａ及びＡ１ｂ

で表す部分以外の構造は既に説明したのでその詳細な説明は省略する。
【００２６】
化合物（２）は下記一般式（２）で表される化合物である。

【化１２】

化合物（２）は、一般式（１）でＡ１ａ及びＡ１ｂがそれぞれ下記一般式（１－１）で表
される基である化合物である。

【化１３】

（一般式（１－１）中、Ｒ２０１は、水素原子又は置換基を有していてもよいアルキル基
を表し、環Ｘは、置換基を有していてもよい５～７員の複素環を表し、該複素環は、置換
基を有していてもよい単環若しくは多環の芳香環又は置換基を有していてもよい単環若し
くは多環の複素環が縮環していてもよい。＊は一般式（１）との結合部位を表す。）
環Ｘとしては、例えば下記一般式（Ｘ－１）～（Ｘ－１０）のような構造が挙げられる。
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（一般式（Ｘ－１）～（Ｘ－１０）中、Ｒ５０１～Ｒ５１０は、互いに独立に、置換基を
有していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表し、＊は、一般
式（１－１）において環Ｘを構成し２重結合により隣の炭素原子と結合している炭素原子
の位置を表す。なお、式中の炭素原子に結合した水素原子は、ハロゲン原子、ヒドロキシ
基、ニトロ基、シアノ基、置換基を有していてもよいアルキル基、置換基を有していても
よいアルコキシ基、置換基を有していてもよいアリール基、置換基を有していてもよいア
リールオキシ基、置換基を有していてもよいアルコキシカルボニル基、置換基を有してい
てもよいアシル基、置換基を有していてもよいアシルオキシ基、ＮＲ５１１Ｒ５１２基等
で置換されていてもよい。Ｒ５１１、Ｒ５１２は、互いに独立に、水素原子、置換基を有
していてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表す。）
【００２７】
これらの環Ｘとしては、一般式（Ｘ－１）、一般式（Ｘ－４）、一般式（Ｘ－５）又は一
般式（Ｘ－６）である構造が好ましく、一般式（Ｘ－５）又は一般式（Ｘ－６）である構
造がより好ましい。また、Ｒ５０１～Ｒ５１０としては置換基を有していてもよいアルキ
ル基が好ましい。上記アルキル基の例としては、一般式（１）においてＲ１０１ａ、Ｒ１

０１ｂ、Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂとして挙げたアルキル基が挙げられ、Ｃ１８Ｈ３７（
ｎ－オクタデシル基）であることがより好ましい。
また、窒素を含む５員環を構成する炭素原子のうち、水素原子が２つ結合可能な炭素原子
がある場合に、２つの水素原子が置換基を有していてもよいアルキル基で置換された構造
であることが好ましく、メチル基で置換された構造であることがより好ましい。
【００２８】
化合物（２）としては、下記一般式（２－１）又は（２－２）で表される化合物であるこ
とが好ましい。これらは、一般式（２）におけるＬを一般式（Ｙ－１）で表すフェニレン
基又は一般式（Ｙ－２）で表す２価のナフタレン基に置き換えたものである。
【化１５】
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【化１６】

【００２９】
また、化合物（２）としては、下記表１に示すＸ、Ｌ、Ｒ１０１～Ｒ１０３及びＲ２０１

の構造を有する化合物（２－１－１）～（２－１―６）が好ましい。化合物（２－１－１
）及び（２－１－２）がより好ましい。

【表１】

【００３０】
なお、一般式（２）の説明においてＲ２０１ａ、Ｒ２０１ｂのように数字の後ろに英小文
字を付している置換基は、一般式（１－１）の説明において数字の後ろに英小文字を付し
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ていない置換基であるＲ２０１と同じ構造であることを意味している。
下記に示す一般式（３）及び一般式（４）の説明における他の数字の置換基についても同
様である。
【００３１】
化合物（３）は下記一般式（３）で表される化合物である。
【化１７】

化合物（３）は、一般式（１）でＡ１ａ及びＡ１ｂがそれぞれ下記一般式（１－２）で表
される基である化合物である。
【化１８】

（一般式（１－２）中、Ｒ３０１及びＲ３０２は、互いに独立に、無置換のアルキル基又
は下記一般式（１－２－１）～（１－２－３）で表される基を表し、Ｒ３０３～Ｒ３０６

は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は
置換基を有していてもよいアルコキシ基を表し、＊は一般式（１）との結合部位を表す。
）

【化１９】

（一般式（１－２－１）～（１－２－３）中、Ｒ３０７～Ｒ３０９は、互いに独立に、ハ
ロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよいアルコ
キシ基を表し、ｍ１は、０～５の整数を表し、ｍ２及びｍ３は、互いに独立に、０～７の
整数を表し、＊は一般式（１－２）の窒素原子との結合部位を表す。ｍ２、ｍ３が１以上
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【００３２】
一般式（３）において、Ｒ３０１ａ及びＲ３０１ｂは、互いに独立に、無置換のアルキル
基であり、Ｒ３０２ａ及びＲ３０２ｂは、互いに独立に、一般式（１－２－１）～（１－
２－３）のいずれかで表される基であることが好ましい。
言い換えると、一般式（１－２）においてＲ３０１とＲ３０２のいずれか一方が無置換の
アルキル基であり、他方が一般式（１－２－１）～（１－２－３）のいずれかで表される
アリール基であることが好ましい。Ｒ３０１とＲ３０２をアルキル基とアリール基の組み
合わせにすることにより、有機化合物に対する溶解性と耐熱性が共に特に優れた化合物と
なる。
上記無置換のアルキル基の例としては、一般式（１）においてＲ１０１ａ、Ｒ１０１ｂ、
Ｒ１０３ａ及びＲ１０３ｂとして挙げたアルキル基で、置換基を有さないものが挙げられ
、Ｃ８Ｈ１７（ｎ－オクチル基）であることがより好ましい。
アリール基としては、一般式（１－２－１）において＊に対するｐ－位とｏ－位の１か所
とにそれぞれＲ３０７が位置しており、Ｒ３０７がメチル基であるものが好ましい。
【００３３】
一般式（１－２）において、Ｒ３０３～Ｒ３０６は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン
原子、置換基を有していてもよいアルキル基又は置換基を有していてもよいアルコキシ基
を表す。
Ｒ３０３、Ｒ３０４、Ｒ３０６は水素原子であることが好ましく、Ｒ３０５は水素原子、
メチル基、アルコキシ基のいずれかであることが好ましい。アルコキシ基としては炭素数
１～２０のアルコキシ基が好ましく、エトキシ基、オクタデシルオキシ基がより好ましく
、エトキシ基がさらに好ましい。
【００３４】
化合物（３）としては、下記一般式（３－１）又は（３－２）で表される化合物であるこ
とが好ましい。これらは、一般式（３）におけるＬを一般式（Ｙ－１）で表すフェニレン
基又は一般式（Ｙ－２）で表す２価のナフタレン基に置き換えたものである。

【化２０】
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【００３５】
また、化合物（３）としては、下記表２に示すＬ、Ｒ１０１～Ｒ１０３及びＲ３０１～Ｒ
３０６の構造を有する化合物（３－１－１）～（３－１―１３）が好ましい。化合物（３
－１－３）～（３－１－７）がより好ましく、化合物（３－１－３）がさらに好ましい。
【００３６】
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【００３７】
化合物（４）は下記一般式（４）で表される化合物である。
【化２２】

化合物（４）は、一般式（１）でＡ１ａ及びＡ１ｂがそれぞれ下記一般式（１－３）で表
される基である化合物である。
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【化２３】

（一般式（１－３）中、Ｒ４０１～Ｒ４０２は、互いに独立に、水素原子、置換基を有し
ていてもよいアルキル基、置換基を有していてもよいアリール基を表し、Ｒ４０３～Ｒ４

０４は、互いに独立に、水素原子、ハロゲン原子、置換基を有していてもよいアルキル基
、置換基を有していてもよいアルコキシ基、置換基を有していてもよいアリール基、置換
基を有していてもよいアリールオキシ基を表し、Ｑは、酸素原子又は硫黄原子を表し、＊
は一般式（１）との結合部位を表す。）
【００３８】
化合物（４）としては、下記一般式（４－１）又は（４－２）で表される化合物であるこ
とが好ましい。これらは、一般式（４）におけるＬを一般式（Ｙ－１）で表すフェニレン
基又は一般式（Ｙ－２）で表す２価のナフタレン基に置き換えたものである。
【化２４】

【化２５】

【００３９】
本発明の化合物（１）の製造方法は特に限定されず、例えば、以下の方法により製造する
ことができる。本発明の化合物の製造方法について、以下に合成方法の一例を挙げて説明
するが、本発明の化合物（１）の製造方法は下記方法に限定されるものではない。また、
後述の反応を行う際に、当該部位以外の官能基については、必要に応じてあらかじめ適当
な保護基により保護しておき、適当な段階においてこれを脱保護してもよい。
【００４０】
下記一般式（８）で表される化合物（化合物（８））を例に挙げて、本発明の化合物（１
）の製造方法の一例について説明する。化合物（８）は、上記一般式（１）において、Ｒ
１０１ａ、Ｒ１０１ｂが共に水素原子であり、Ｌが一般式（Ｙ－１）で表される基である
化合物の一例である。
【００４１】
化合物（８）は、例えば、下記反応式に例示されるように、カルボニル化合物（９ａ）及
び（９ｂ）と活性メチレン化合物（１０）とを縮合させることにより得ることができる。
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カルボニル化合物（９ａ）及び（９ｂ）は、同一であっても異なっていてもよい。
カルボニル化合物（９ａ）及び（９ｂ）が有するＡ１ａ及びＡ１ｂの構造を変化させるこ
とより、化合物（２）～（４）のいずれかの化合物とすることができる。
【化２６】

【００４２】
活性メチレン化合物（１０）は、下記反応式に例示されるように、ＤＣＣ（ジシクロヘキ
シルカルボジイミド）、ＥＤＣ（１－エチル－３－（３－ジメチルアミノプロピル）カル
ボジイミド）等の縮合剤存在下、カルボン酸誘導体（１１ａ）及び（１１ｂ）とフェニレ
ンジアミン誘導体（１２）とを縮合させることにより得ることができる。

【化２７】

【００４３】
上記の製造方法における各生成物の単離や精製は、通常の有機合成で用いられる方法、例
えば濾過、抽出、洗浄、乾燥、濃縮、結晶化、各種クロマトグラフィー等を適宜組み合わ
せて行うことができる。また、中間体においては、特に精製せずに次の反応に供すること
も可能である。
【００４４】
本発明の化合物（１）は、４１０～４８０ｎｍに吸収極大波長を有することが好ましい。
４１０～４８０ｎｍに吸収極大波長を有すると、青色の光を選択的に吸収することができ
る。
【００４５】
本発明の化合物（１）は、以下の有機溶媒に溶解する化合物であることが好ましい。
有機溶媒としては、例えば、芳香族炭化水素類（例えば、トルエン、キシレン等）、ケト
ン類（メチルエチルケトン、アセトン、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタ
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ノン等）、エーテル類（例えば、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、
メチルセロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテート、プロピレングリコールモノ
メチルエーテル等）、エステル類（例えば、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エト
キシプロピオン酸エチル、乳酸エチル、酢酸エチル、酢酸ブチル、３－メトキシプロピオ
ン酸メチル等）及びこれらの２種以上の混合溶媒が挙げられる。中でも、ケトン類、エス
テル類及びこれらの混合溶媒が好ましい。
化合物（１）は、上記有機溶媒の少なくとも１種に対し、０．１質量％以上溶解すること
が好ましく、例えば、０．１質量％以上５０質量％以下溶解することが好ましく、１質量
％以上４０質量％以下溶解することがより好ましく、３質量％以上３０質量％以下溶解す
ることが更に好ましい。より好ましくは、２０℃における有機溶媒に対する溶解性がこの
ような範囲にあることである。有機溶媒に対する溶解性がこのような範囲にあると、本発
明の化合物（１）、後述する光学フィルタ用色素又は着色組成物をカラーフィルタ等の光
学フィルタの製造に使用する際に、製造性が良好であるため好ましい。
【００４６】
本発明の化合物（１）は、その熱分解温度が２００℃以上であることが好ましく、例えば
、２５０～４００℃であることが好ましい。熱分解温度は、熱重量測定装置により測定す
ることができる。
また、高温下での処理前後での色差（ΔＥ＊ａｂ）が小さいことが好ましく、２３０℃／
２時間の加熱前後でのΔＥ＊ａｂが２５未満であることが好ましく、１５未満であること
がより好ましく、１０未満であることがさらに好ましい。
【００４７】
本発明の化合物（１）は、４１０～４８０ｎｍに吸収極大波長を持ち、この波長の光を有
効に吸収することができると共に、耐熱性及び有機化合物への溶解性に優れるものである
。このため本発明の化合物（１）は、例えば、カラーフィルタ、色変換フィルタ、光吸収
フィルタ等の光学フィルタ用色素等として好適に用いられる。
【００４８】
本発明の化合物（１）は、例えば樹脂等と混合することにより、着色組成物とすることが
できる。
上記樹脂は特に限定されず、熱可塑性樹脂、光硬化性樹脂、熱硬化性樹脂等を、着色組成
物の用途等に応じて適宜選択すればよい。例えば、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂
、ポリスチレン樹脂、低密度ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリウレタン樹脂
、ポリアミド樹脂、ポリアセタール樹脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂、ポリエチレン
テレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、ポリシクロオレフィン樹脂、ポ
リスルホン樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、フッ素樹脂、シリコーン樹脂、ポリエステ
ル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂等の樹脂が挙げられる。これらは
１種のみ使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００４９】
着色組成物における化合物（１）の配合量は、例えば、着色組成物の総固形分に対して化
合物（１）が０．０１～５０質量％であることが好ましく、０．１～４０質量％であるこ
とがより好ましい。
【００５０】
着色組成物は、その用途等に応じて、本発明の化合物（１）及び樹脂以外の任意成分を含
んでもよい。任意成分として、例えば、紫外線吸収剤、酸化防止剤、消泡剤、他の色素（
顔料等）、重合性単量体、重合開始剤、増感剤等が挙げられる。
着色組成物の製造方法は特に限定されず、例えば、本発明の化合物（１）及び樹脂、並び
に、所望により配合される任意成分を混合すればよい。
【００５１】
本発明の化合物（１）、並びに、本発明の化合物（１）を含む光学フィルタ用色素及び着
色組成物は、例えば、光学フィルタの製造に好適に用いられる。
【００５２】
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特に限定されない。例えば、従来のものと同様に、少なくとも支持体を有し、必要に応じ
て、粘着層、光学機能層、反射防止層、ハードコート層等の各種機能層を有することがで
きる。光学フィルタにおいて、本発明の化合物（１）は、支持体及び各種機能層のいずれ
かに含まれていればよく、例えば、支持体又は光学機能層に含有されていることが好まし
い。また、光学フィルタの大きさ及び形状は、特に限定されず、用途等に応じて適宜選択
すればよい。
【００５３】
支持体及び各種機能層の構成も特に限定されない。例えば支持体は、通常、透明樹脂を用
いて形成される。透明樹脂としては、例えば、環状オレフィン系樹脂、芳香族ポリエーテ
ル系樹脂、ポリイミド系樹脂、フルオレンポリカーボネート系樹脂、フルオレンポリエス
テル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアミド（アラミド）系樹脂、ポリアリレート
系樹脂、ポリサルホン系樹脂、ポリエーテルサルホン系樹脂、ポリパラフェニレン系樹脂
、ポリアミドイミド系樹脂、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）系樹脂、フッ素化芳香
族ポリマー系樹脂、（変性）アクリル系樹脂、エポキシ系樹脂等が挙げられる。
【００５４】
光学フィルタの製造方法は特に限定されない。例えば、支持体上に本発明の化合物（１）
を含む光学機能層を形成する方法として、溶媒中に本発明の化合物（１）及びバインダー
樹脂等を溶解又は分散させた後、ディップコート法、エアーナイフコート法、カーテンコ
ート法、ローラーコート法、ワイヤーバーコート法、グラビアコート法、スピンコート法
、エクストルージョンコート法等の塗工方法によって支持体上に塗膜形成する方法が挙げ
られる。
上記溶媒としては、特に制限されないが、上述した有機溶媒等が挙げられる。
【００５５】
また、本発明の化合物（１）を含む光学機能層又は支持体の製造方法として、本発明の化
合物（１）と、光硬化性樹脂及び／又は熱硬化性樹脂並びに光重合開始剤及び／又は熱重
合開始剤とを混合した後、光照射及び／又は加熱処理により硬化膜を形成し、これを光学
機能層又は支持体とすることもできる。
【００５６】
光学フィルタは、例えば、カラーフィルタ、色変換フィルタ、光吸収フィルタ、等の光学
フィルタとして、液晶ディスプレイ、有機ＥＬディスプレイ、撮像装置等に好適に使用す
ることができる。
【実施例】
【００５７】
以下に本発明をより具体的に説明する実施例を示すが、本発明はこれらの実施例に限定さ
れるものではない。
【００５８】
以下の実施例において、得られた化合物の物性を測定する際に使用した機器及び測定条件
は次の通りである。
（ＬＣ／ＭＳ）
（株）島津製作所製　高速液体クロマトグラフ質量分析計ＬＣＭＳ－２０１０ＥＶ（ＥＳ
Ｉ法）
【００５９】
製造例１～２では、下記一般式（９ａ－１）で表される化合物（９ａ－１－１）及び（９
ａ－１－２）を得た。
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【化２８】

（製造例１）化合物（９ａ－１－１）の合成
中国特許出願公開第１３１１１８４号明細書に記載の方法と同様にして、化合物（９ａ－
１－１）を得た（収率９２％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝４９０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６０】
（製造例２）化合物（９ａ－１－２）の合成
中国特許出願公開第１３１１１８４号明細書に記載の方法と同様の手順で、化合物（９ａ
－１－２）を得た（収率９３％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝４４０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６１】
製造例３～８では、下記一般式（９ａ－２）で表される化合物（９ａ－２－１）～（９ａ
－２－６）を得た。
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【化２９】

（製造例３）化合物（９ａ－２－１）の合成
特開平０８－２１１６０５号公報に記載の方法で、化合物（９ａ－２－１）を得た（収率
６７％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝３９０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６２】
（製造例４）化合物（９ａ－２－２）の合成
特開２０１６－０１１４１９号公報に記載の方法と同様の手順で、化合物（９ａ－２－２
）を得た（収率８２％）
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝３７４（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６３】
（製造例５）化合物（９ａ－２－３）の合成
冷却管及び温度計を付した１００ｍＬの四つ口フラスコに、特開２０１５－０８３６７１
号公報に記載の方法で得た４－（Ｎ－（２，４－ジメチルフェニル）－Ｎ－オクチルアミ
ノ）－２－ヒドロキシベンズアルデヒド（１０．６ｇ）、ヨウ化エチル（東京化成工業株
式会社製）（５．０ｇ）、 炭酸カリウム（ナカライテスク株式会社製）（４．９ｇ）、
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ｇ）、炭酸カリウム（１．４ｇ）を追加し、4 時間撹拌した。反応液を室温まで冷却後、
水（１５０ｍＬ）に排出し、トルエンで抽出して得た粗生成物を、シリカゲルカラムクロ
マトグラフィーで精製することで化合物（９ａ－２－３）を得た（収率７７％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝３８２（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６４】
（製造例６）化合物（９ａ－２－４）の合成
特開２０１６－０１１４１９号公報に記載の方法と同様の手順で、化合物（９ａ－２－４
）を得た（収率８５％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝３３８（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６５】
（製造例７）化合物（９ａ－２－５）の合成
特開平１１－２２８８５１号公報に記載の方法と同様の手順で、化合物（９ａ－２－５）
を得た（収率６４％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝３５２（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６６】
（製造例８）化合物（９ａ－２－６）の合成
化合物（９ａ－２－３）の合成におけるヨウ化エチルを１－ヨードオクタデカン（東京化
成工業株式会社製）に代えた以外は同様の手順で、化合物（９ａ－２－６）を得た（収率
７２％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝６０７（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００６７】
製造例９～１４では、下記一般式（１０）´で表される化合物（１０－１）～（１０－６
）を得た。
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【化３０】

（製造例９）化合物（１０－１）の合成
冷却管及び温度計を付した５００ｍＬの四つ口フラスコに、シアノ酢酸（東京化成工業株
式会社製）（１０．２ｇ）、ｍ－フェニレンジアミン（東京化成工業株式会社製）（６．
５ｇ）、４－ジメチルアミノピリジン（東京化成工業株式会社製）（４．９ｇ）、しょう
のうスルホン酸（東京化成工業株式会社製）（３．１ｇ）、クロロホルム（１６０ｍＬ）
を混合し、ＥＤＣ（東京化成工業株式会社製）（２５．３ｇ）とクロロホルム（８０ｍＬ
）の混合液を滴下した。室温下２時間撹拌した後、反応液を濃縮し、得られた粗生成物を
メタノールで洗浄し、化合物（１０－１）を５．９ｇ得た（収率４１％）。
【００６８】
（製造例１０）化合物（１０－２）の合成
ｍ－フェニレンジアミンの代わりにｏ－フェニレンジアミン（東京化成工業株式会社製）
を用いた以外は化合物（１０－１）の合成と同様にして、化合物（１０－２）を得た（６
０％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝２４１（［Ｍ－Ｈ］－）
【００６９】
（製造例１１）化合物（１０－３）の合成
Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　１９５９，２４（１０）
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，１４５１－１４５５に記載の方法と同様の手順で合成した１，２－ジアミノ－４，５－
ジメトキシベンゼンをｍ－フェニレンジアミンの代わりに用いた以外は化合物（１０－１
）の合成と同様にして、化合物（１０－３）を得た（収率７３％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝３０１（［Ｍ－Ｈ］－）
【００７０】
（製造例１２）化合物（１０－４）の合成
特開平０３－０８３９２１号公報に記載の方法と同様の手順で合成した１，２－ジアミノ
－４－ｔｅｒｔ－ブチルベンゼンをｍ－フェニレンジアミンの代わりに用いた以外は化合
物（１０－１）の合成と同様にして、化合物（１０－４）を得た（収率７４％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝２９７（［Ｍ－Ｈ］－）
【００７１】
（製造例１３）化合物（１０－５）の合成
ｍ－フェニレンジアミンの代わりに３，４－ジアミノクロロベンゼン（東京化成工業株式
会社製）を用いた以外は化合物（１０－１）の合成と同様にして、化合物（１０－５）を
得た（収率７２％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝２７５（［Ｍ－Ｈ］－）
【００７２】
（製造例１４）化合物（１０－６）の合成
ｍ－フェニレンジアミンの代わりにｐ－フェニレンジアミン（東京化成工業株式会社製）
を用いた以外は化合物（１０－１）の合成と同様にして、化合物（１０－６）を得た（収
率５９％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝２４１（［Ｍ－Ｈ］－）
【００７３】
（実施例１）化合物（２－１－１）の合成
冷却管及び温度計を付した１００ｍＬの四つ口フラスコに、化合物（９ａ－１－１）を６
．４ｇ、化合物（１０－１）を１．６ｇ、ピペリジン（ナカライテスク株式会社製）を０
．０６ｇ、ＤＭＦ　３０ｍＬを混合し、１００～１０５℃で６．５時間撹拌した。反応液
を室温まで冷却後、減圧濃縮して得た粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで
精製することで化合物（２－１－１）を３．０ｇ得た（収率３９％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝１１８６（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００７４】
（実施例２）化合物（２－１－２）の合成
化合物（９ａ－１－１）に代えて化合物（９ａ－１－２）を４．８ｇ使用した他は実施例
１と同様にして化合物（２－１－２）を２．８ｇ得た（収率５２％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝１０８６（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００７５】
（実施例３）化合物（３－１－１）の合成
冷却管及び温度計を付した１００ｍＬの四つ口フラスコに、化合物（９ａ－２－１）を８
．２ｇ、化合物（１０－１）を２．３ｇ、ピペリジンを０．１６ｇ、１－ブタノール３０
ｍＬ、トルエン３０ｍＬを混合し、１００～１０５℃で６．５時間撹拌した。反応液を室
温まで冷却後、減圧濃縮して得た粗生成物をシリカゲルカラムクロマトグラフィーで精製
することで化合物（３－１－１）を５．８ｇ得た（収率６１％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝９８６（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００７６】
（実施例４）化合物（３－１－２）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－２）を２．０ｇ使用した他は実施例
３と同様にして化合物（３－１－２）を２．０ｇ得た（収率８５％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝９５３（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００７７】
（実施例５）化合物（３－１－３）の合成
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化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－３）を３．２４ｇ使用した他は実施
例３と同様にして化合物（３－１－３）を３．３ｇ得た（収率８３％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝９７０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００７８】
（実施例６）化合物（３－１－４）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－４）を７．１ｇ使用した他は実施例
３と同様にして化合物（３－１－４）を７．９ｇ得た（収率９０％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝８８２（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００７９】
（実施例７）化合物（３－１－５）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－５）を７．１ｇ使用した他は実施例
３と同様にして化合物（３－１－５）を７．４ｇ得た（収率８２％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝９１０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８０】
（実施例８）化合物（３－１－６）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－４）を２．７ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－２）を０．９７ｇ使用した他は実施例３と同様にして化
合物（３－１－６）を１．９ｇ得た（収率５４％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝８８２（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８１】
（実施例９）化合物（３－１－７）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－３）を６．１ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－２）を１．９ｇ使用した他は実施例３と同様にして化合
物（３－１－７）を５．４ｇ得た（収率７０％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝９７０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８２】
（実施例１０）化合物（３－１－８）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－３）を２．８ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－３）を１．１ｇ使用した他は実施例３と同様にして化合
物（３－１－８）を３．１ｇ得た（収率８３％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝１０３０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８３】
（実施例１１）化合物（３－１－９）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－３）を２．６ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－４）を１．０ｇ使用した他は実施例３と同様にして化合
物（３－１－９）を２．５ｇ得た（収率７３％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝１０２６（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８４】
（実施例１２）化合物（３－１－１０）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－３）を２．７ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－５）を０．９７ｇ使用した他は実施例３と同様にして化
合物（３－１－１０）を２．８ｇ得た（収率８０％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝１００４（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８５】
（実施例１３）化合物（３－１－１１）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－３）を４．２ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－６）を１．３ｇ使用した他は実施例３と同様にして化合
物（３－１－１１）を４．２ｇ得た（収率８１％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝９７０（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８６】
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（実施例１４）化合物（３－１－１２）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－４）を２．６ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－６）を０．９３ｇ使用した他は実施例３と同様にして化
合物（３－１－１２）を２．７ｇ得た（収率８０％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝８８２（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８７】
（実施例１５）化合物（３－１－１３）の合成
化合物（９ａ－２－１）に代えて化合物（９ａ－２－６）を２．５ｇ使用し、化合物（１
０－１）に代えて化合物（１０－６）を０．４８ｇ使用した他は実施例３と同様にして化
合物（３－１－１３）を２．０ｇ得た（収率７１％）。
ＬＣ－ＭＳ：ｍ／ｚ＝１４１８（［Ｍ＋Ｈ］＋）
【００８８】
（比較例１～２）
下記構造の化合物を準備した。

【化３１】

【００８９】
各実施例で合成した化合物を下記にまとめた。
表３には、下記一般式（２）´におけるＬ、Ｒ１０１～Ｒ１０３及びＲ２０１を示す。表
４には、下記一般式（３）´におけるＬ、Ｒ１０１～Ｒ１０３及びＲ３０１～Ｒ３０６を
示す。

【表３】
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【表４】

【００９０】
各実施例及び各比較例で得られた化合物について、以下の評価を行った。
【００９１】
＜吸収波長測定試験＞
各化合物のクロロホルム中での吸収極大波長（λｍａｘ）を測定した。結果を表５に示す
。
測定機器：日本分光社製紫外可視分光光度計Ｖ－５６０
【００９２】
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【表５】

【００９３】
＜溶解度試験＞
一部の実施例及び比較例の化合物について、それぞれ２０℃におけるプロピレングリコー
ルモノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）に対する溶解度（重量％）を、以下の方
法により測定した。
実施例で得られた各化合物をガラス製サンプル瓶に秤り取り、溶媒を混合し２０℃で撹拌
して溶解させ、その溶液の状態を目視観察し、溶解可能な重量濃度を下記基準によって評
価した。
　ａ：３ｗｔ％以上溶解する
　ｂ：１ｗｔ％以上３ｗｔ％未満溶解する
　ｃ：０．１ｗｔ％以上１ｗｔ％未満溶解する
　ｄ：０．１ｗｔ％未満しか溶解しない
結果を表６に示した。
【００９４】
＜耐熱性試験＞
一部の実施例及び比較例の化合物について、ＰＭＭＡが１４．２ｗｔ％のＰＧＭＥＡ溶液
に、実施例又は比較例の化合物の濃度が１５ｗｔ％となるように溶解し、ガラス基板にス
ピンコーターにより乾燥膜厚が２μｍとなるように塗布して乾燥させ、試験片とした。こ
の試験片について、２３０℃／２時間の加熱前後でのΔＥ＊ａｂを測定し、下記基準によ
って評価した。
ΔＥ＊ａｂの測定には日本分光社製紫外可視分光光度計Ｖ－５７０を用いた。
　ａ：１５未満
　ｂ：１５以上２５未満
　ｃ：２５以上
結果を表６に示した。
【００９５】
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【表６】

【００９６】
上記結果から、各実施例で製造した化合物は、４１９～４７５ｎｍに吸収極大波長を持ち
、この範囲の光を有効に吸収できるものであった。また、実施例１、２、５～９で製造し
た化合物は、溶解度と耐熱性にともに優れており、カラーフィルタ等の光学フィルタ用の
色素として特に好適に適用し得る化合物であることが分かった。
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